
平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

3 177 未実施 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 園 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 3 170 未実施

上乗 □ （ 園 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 1 147 未実施

□ （ 園 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

7 348 43 必要性 4 有効性 4 達成度 2 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 6 305 26

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 6 312 31

□ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

子どもがのびのび心豊かに育つまち 施策番号・名 07 就労している保護者への子育て支援 基本事業番号・名 07-03

特定財源に伴う一般財源 一般財源

対象
就労や疾病等により家庭で保育がで
きない児童を持つ保護者

家庭福祉員数 利用保護者数

38,772 1,869 40,641

その他（　　　　　　　　　　　　　）

根拠
法令
等

自主的

全額補助 一部補助有

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

全額補助 一部補助有 市全額

直営（委託無）

35,411 1,783 37,194

31,562 1,817 33,379

家庭福祉員利用
児童数（延べ）

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

平成２２年度家庭福祉員制度運営費補助金
交付要綱

保育園における集団保育とは異なる
サービスを選択できる。

手段
・

内容

保護者が就労、疾病等のため家庭で
保育できない0歳から2歳までの児童
を保育する家庭福祉員に対して、都
費補助要綱及び市補助要綱により補
助を行う。

意図

義務的 努力義務的

07-03-02

11,631 1,783 13,414

保育室運営支援事業

手段
・

内容

東京都及び市の定める補助要綱に基
づき、保育室に対して、市内の0歳か
ら2歳の児童を持つ保護者が、就労、
疾病等のため家庭で保育できないと
き、管内施設及び管外施設に市内児
童が入所した場合に補助支援をす
る。

14,850

家庭福祉員運営支援
事業

保育課
保育係

事務事業
番号

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

12,204 1,817 14,021

保育課
保育係

対象 保育室在園児

補助対象とな
る
保育室数

事務事業全体

説明欄：
東京都より1/2補助

5,815
説明欄：東京都は、平成13年度の認証保育
所制度創設後、保育室についてより基準の
高い認証保育所への移行を促進してきた
が、都の全ての保育室が他事業として実施
できることが確定したため、22年度をもっ
て保育室制度を廃止した。該当するたんぽ
ぽ保育室は移行に対して都の補助がある平
成24年度末まで、保育室運営費補助を受け
ながら「定期利用保育事業」を実施するこ
ととなった。

6,102

7,42516,719

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

事業費の概要説明

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業名

指標 指標 指標

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

07-03-01

意図

保育室入所児数
（延べ）

適正な環境で保育される。

1,869

保育指針の達
成度（心身と
もに健やかに
育っていると
考えている保
護者の数／保
護者数）

平成２２年度東久留米市保育室制度運営費
補助金交付要綱

市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

家庭的保育（家庭福祉員・保育室）の充実

一般財源分

説明欄：

24年度以降に向けた方向性：

24年度以降に向けた方向性： 拡大
説明欄：
東京都より1/2補助 24年度以降に向けた方向性：

17,705
説明欄：次世代育成支援行動計画(後期）
では、待機児解消の取り組みとして、各年
度１名ずつの家庭福祉員増員を掲げてい
る。22年度では新たに１名増員することが
できた。また22年度より児童福祉法の改正
により「家庭的保育事業（家庭福祉員）」
が法律上位置づけられた。新たに始める方
に対して、東京都の補助制度等を活用し、
開設を支援していく。また法定化したこと
により都から国庫補助事業への移行が求め
られている。移行に向けて、家庭的保育者
の要件を満たすための研修や保育所との連
携など、体制の整備を行っていく必要があ
る。

所管課長 保育課　 保木本　健一

説明欄：

15,781

19,386

全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）

説明欄：

説明欄：

所管課長 保育課　 保木本　健一

東久留米市


